


は じ め に

福岡市の下水道は、昭和５年より整備に着手して以来、水洗化の普及に積極的
に取り組み、令和６年度末の下水道処理人口普及率は９９．７％に達しています。
浸水被害への対策も一定程度進むなど、快適な市民生活に必要不可欠な社会基盤
として整えてきました。また、高度処理の導入や合流式下水道の改善などにも取
り組み、博多湾などの水質改善にも一定の成果を収めています。

一方で、下水道はその処理の過程で膨大なエネルギーや薬品などを消費するた

め環境に対して負荷を与えており、地球環境保全の視点からの対応が求められて

います。

そのため「良好な水環境の創出」や下水道資源の有効利用による「循環型社会

の構築」などを通して「環境との共生」を図りながら地球温暖化防止等の環境保

全にも積極的に取り組んでいくこととしています。
本報告書は、福岡市の下水道事業で実施している環境負荷削減への取り組み内

容やその効果などを市民のみなさまに明らかにし、ご理解とご協力をいただきな
がら、より効率的で透明性のある事業運営を図るために作成しました。
また、本報告書は、今後も定期的に作成・公表することで、下水道の環境保全

に関する取り組みの成果等を報告していきたいと考えています。



主な取り組み

百万円 百万円 ・下水バイオガスを利用した発電 1,050 (868)  千kWh
　による電力量の節減

・下水バイオガスを利用した汚泥 1,308 (1,281)  kL
　焼却による重油の節減

・ばいじんの削減 1,560 (1,057)  t
・硫黄酸化物の削減 260 (234)  t
・下水道の水質実態把握

・回収したりん資源 181 (162)  t
・有効利用による埋立処分量 5,823 (5,556)  t
  の削減

・固形燃料を石炭に混ぜて使用 4,242 (4,474)  t
　することで石炭の使用量を削減

注１）  表中の数値は１年間の合計です。黒字は令和６年度、（青字）は令和５年度を表しています。

注２）  環境省の環境会計ガイドライン2005年度版に準じて作成しています。

 

 

(122)

(1,430)

-

-

-1,586 (1,552)

・市民の下水道への理解や環境保全意識の向上

1,461

125

合計 1,421 (1,350) -

社会活動
コスト 11 (30) ・下水道展やパンフレットの作成配布等

　広報活動

資源循環
コスト 888 (785)

・汚泥中のりんを資源(肥料の原料）として回収

・資源として脱水汚泥及び焼却灰の有効利用

・汚泥から代替化石燃料を製造しバイオマス
　エネルギーとして有効利用

・大気汚染物質の除去

・汚水処理の状況を把握するための水質調査

・下水バイオガスの有効利用地球環境保全
コスト 148 (141)

公害防止
コスト 374 (394)

　環境負荷の削減対策にかかった経費(環境保全コスト)と、その活動によって削減された環境負荷及び処理水の
有効利用などによって節減された経費や資源の売却収入を環境保全効果として計上しています。

環　境　保　全　コ　ス　ト 環 境 保 全 効 果

主な内容 節減効果 主な効果内容

1．環境保全対策にかかった経費と効果（環境会計）

環境保全コストと環境保全効果
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環境保全コスト 経済効果 費用対効果

費用対効果

環境保全に投入する費用と環境保全対策に伴う

経済効果の比較で、取り組みの効率性を表してい

ます。

環境保全対策に伴う経済効果

費用対効果（指数） ＝

環境保全コスト

※Ｒ６年度は、環境保全コスト・環境保全対策

に伴う経済効果ともに増加したが、環境保全対

策に伴う経済効果の増が、環境保全コストの増

を下回ったため、費用対効果は低下しました。
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環境保全コスト 環境対策率

※Ｒ６年度は、環境保全コスト・収益的収入

ともに増加したが、環境保全コストの増が収益

的収入の増を上回ったため、環境対策率は増加

しました。

環境対策率

環境保全にどのくらいのコストを投入している

かを収益的収入（使用料収入等）に対する割合で

表しています。

環境保全コスト

環境対策率（％） ＝

収益的収入（45,033百万円）



○下水バイオガスの有効利用

　

○大気汚染物質の除去

○汚水処理の状況を把握するための水質調査

汚泥の焼却に伴い発生する大気汚染物質（硫黄酸化物、ばいじん等）

を排ガス洗浄装置や電気集塵機等により除去しています。

水素ステーション 下水バイオガス発電

2.各コストに対する主な取り組み内容

2.公害防止コスト

汚泥処理過程で消化槽から発生する下水バイオガスを、消化槽の加温・汚泥焼却・ガ

ス発電・固形燃料化の燃料及び水素製造の原料として利用しています。

なお、下水バイオガス発電は、昭和５９年度に中部水処理センターで開始し、他水処

理センターにおいても取り組みを展開しています。

1.地球環境保全コスト

( 1 / 2 )

市内６箇所の水処理センターからの放流水の水質は、水質

汚濁防止法等の規制基準値を満足しています。また、有機物

質（BOD）や浮遊物質（SS）だけでなく、博多湾の富栄養化

対策のため導入した高度処理により全りんも高い除去率で処

理されています。

流入水 放流水

保全コスト：148百万円 節減効果：125百万

保全コスト：374百万円 節減効果：－



○汚泥中のりんを資源(肥料の原料）として回収

○資源として脱水汚泥及び焼却灰の有効利用

　

　

○汚泥から代替化石燃料を製造しバイオマスエネルギーとして有効利用

　

脱水汚泥

二軸ミキサー、乾燥ドラム
固形燃料

「嫌気好気法」と呼ばれる微生物を利用したりんの除去処理では、汚泥中に高濃度のり

んが含まれており、汚泥処理過程で発生するりんを含んだ汚泥等にマグネシウムを添加し、

ＭＡＰ(※)として、りんを回収しています。福岡市では、ＭＡＰ法によるりん回収を平成

８年度から取り組んでいます。

※ＭＡＰ（マップ）とは、マグネシウム(Magnesium)のＭ、アンモニア

(Ammonium)のＡ、りん酸(Phosphoric acid)のＰの頭文字をとったもの

で、植物の発育に不可欠な成分を含んでおり、福岡市では「ふくまっぷ

21」と「ふくまっぷneo」として肥料登録し、肥料の原料として有効活

用しています

焼却灰は、資源活用の観点から、建設資材の材料の一部などに有効利用していま

す。

脱水汚泥から固形燃料を製造し、化石燃料の石炭に代わるバイオマスエネルギーと

して有効利用することで、温室効果ガス排出量を削減し、脱炭素社会に貢献していま

す。

脱水汚泥

( 2 / 2 )

3.資源循環コスト

各コストに対する主な取り組み内容

MAP

保全コスト：888百万円 節減効果：1,461百万円
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